
項番 契約日 件名 契約の相手方 契約金額（円） 指定理由 根拠法令 担当課

1 10月1日
すみだモダン新規認証に係るプロモーションの
企画運営等業務委託

有限会社セメントプロデュー
スデザイン

3,499,100

本事業は、「商品そのもの」だけでなく事業者のバックグラウン
ドにある「活動」も含め認証し、事業者とのパートナーシップに
よる墨田区ならではの産業ブランド力の向上を目指し、ものづく
りのまちすみだとしての知名度を高め、広く国内外に認知される
ことによって地域のブランド価値を高めることを目的としてい
る。
本業務を履行するためには、本事業の趣旨、これまでの経緯を把
握していることが必要であるところ、新ものづくり創出拠点とし
て実施してきた交流イベント、商品開発事業等で培った人脈を
使って、単なるPRにとどまらず、各認証事業者とクリエイターの
交流促進を図りながら本事業を実施できるのは、長年すみだモダ
ン事業に参加し、すみだモダンの目的や理念を熟知した本事業者
以外にいない。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

産業振興課

2 10月1日
児童手当・医療助成事務に係る労働者派遣（単
価契約）

株式会社綜合キャリアオプ
ション

単価契約
　本業務を行うに当たり「墨田区プロポーザル方式実施要綱」に
基づくプロポーザルを実施し、指定事業者を選定した（※令和8年
8月10日付け8墨子支第1382号決定）。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

子育て支援課

3 10月1日 児童手当・医療助成事務調査委託
株式会社綜合キャリアオプ
ション

6,785,136
本業務を行うに当たり「墨田区プロポーザル方式実施要綱」に基
づくプロポーザルを実施し、指定事業者を選定した（※令和8年8
月10日付け8墨子支第1382号決定）。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

子育て支援課

4 10月1日 特定自転車駐車場利用申請受付業務委託 芝園開発株式会社 16,104,000

本業務を行うに当たり「墨田区プロポーザル方式実施要綱」に基
づくプロポーザルを実施し、指定事業者を選定した（※令和8年7
月13日付け8墨整土第1158号決定）。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

土木管理課

5 10月6日
すみだスマイル・フェスティバル展示企画運営
委託

みんな北斎プロジェクト 1,400,000

　指定事業者は、区が平成28年度から令和2年度まで実施の障害者
アート事業「みんな北斎プロジェクト」を、事業終了後に区内の
任意団体として引き継く事業者である。区内障害者施設等と連携
した事業を実施しており、区内に同様の障害者アートに関する事
業を行うことができる事業者は他にいない。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

障害者福祉課

6 10月6日
特別養護老人ホーム新規開設に伴うシステムの
改修委託

株式会社アイネス　公共ソ
リューション本部

1,265,000
　指定事業者は、墨田区で運用している当該システムの開発元で
あり、著作権上の理由から、本業務を履行することができるのは
指定事業者のみである。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

高齢者福祉課

7 10月6日
墨田区特別養護老人ホームなりひらホーム等複
合施設大規模改修工事基本計画策定支援業務委
託

株式会社類設計室　東京設計
事業部

47,300,000
　本業務を行うに当たり「墨田区プロポーザル方式実施要綱」に
基づくプロポーザルを実施し、指定事業者を選定した（※令和8年
9月1日付け8墨福高第2795号決定）。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

高齢者福祉課

8 10月6日
子育て支援総合センターの事務室仮移転に係る
電話設備等移設業務委託

ＮＥＣネッツエスアイ株式会
社

4,988,500

　指定事業者は、本件の移設対象である電話設備及びインター
ネットLAN設備の設計・設置業者であり、本委託は既設のNWスイッ
チ等設定変更を伴うものであり、セキュリティ確保の観点から、
当該ネットワーク環境の設定情報等については、指定事業者以外
には開示しないため、本業務を履行することができるのは指定事
業者以外にいない

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

保健計画課

9 10月9日
すみだモダンにおける展示会「ギフト・
ショー」出展及び施工等の業務委託

有限会社セメントプロデュー
スデザイン

3,499,210

本事業は、「商品そのもの」だけでなく事業者のバックグラウン
ドにある「活動」も含め認証し、事業者とのパートナーシップに
よる墨田区ならではの産業ブランド力の向上を目指し、ものづく
りのまちすみだとしての知名度を高め、広く国内外に認知される
ことによって地域のブランド価値を高めることを目的としてい
る。
本業務を履行するためには、本事業の趣旨、これまでの経緯を把
握していることが必要であるところ、新ものづくり創出拠点とし
て実施してきた交流イベント、商品開発事業等で培った人脈を
使って、単なるPRにとどまらず、各認証事業者とクリエイターの
交流促進を図りながら本事業を実施できるのは、長年すみだモダ
ン事業に参加し、すみだモダンの目的や理念を熟知した本事業者
以外にいない。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

産業振興課
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項番 契約日 件名 契約の相手方 契約金額（円） 指定理由 根拠法令 担当課

10 10月13日
すみだ保健子育て総合センター3階会議室LAN配
線作業委託

ＮＥＣフィールディング株式
会社　東日本インテグレー
ション統括部東京営業部

2,168,870

　指定事業者は、本区のネットワーク設計・構築・運用保守を
行っており、当該ネットワーク環境の設定や機器構成等を熟知し
ている。本委託は既設のNWスイッチや無線コントローラ等の設定
変更を伴うものであり、セキュリティ確保の観点から、当該ネッ
トワーク環境の設定情報等については、指定事業者以外には開示
しないため、本業務を履行することができるのは指定事業者以外
にいない。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

保健計画課

11 10月13日
公害補償システム及び大気汚染システム構築委
託

株式会社さくらケーシーエス 19,140,000

　現行の公害補償システム及び大気汚染システムの提供事業者が
事業撤退したことにより、システムの無償譲渡を受け、令和8年8
月から保守を受けずシステムを運用している。障害発生時の対
応、災害発生時の復旧等、仮にシステムに障害が生じた場合には
事業の継続に重大なリスクが生じるおそれがあるので、早期に新
システムに移行する必要があり、競争入札に付す時間的余裕は無
い。
　指定事業者の提供するシステムは、医療費助成分野（地方単独
医療費助成）のPMH連携（令和8年10月から開始）による受給資格
確認の連携機能をパッケージで有している唯一のシステムである
ので、PMH連携対応を含めて早急にシステムの構築が可能である。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号及び第
5号

保健予防課

12 10月16日
窓口課レイアウト改修に伴う各種機器及び配線
移設作業委託

株式会社ジーシーシー　東京
支社

4,126,100

　指定事業者は、現在の本区のネットワーク環境の設計・構築・
運用保守を行っており、当該ネットワーク環境の設定情報や機器
類の構成を把握している。セキュリティ確保の観点から、当該
ネットワーク環境の設定情報等については、指定事業者以外には
開示しないため、本業務を履行することができるのは指定事業者
以外にいない。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

窓口課

13 10月17日 包括的性教育講演会実施業務委託
株式会社メディアニジュウイ
チ

1,601,620

本事業は、不適切保育の防止を目的として、包括的性教育に関す
る講演会を実施するものであり、専門的知識及び豊富な講演実績
を持つ講師を招聘して実施する必要があるので、競争入札に付す
ことは適当でない。本件講演会における当該講師の派遣につい
て、出演日程を確保しているのは指定業者のみである。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

指導検査課

14 10月19日 「国保ガイド」の印刷 株式会社東京法規出版 1,953,050
　指定事業者は、「国保ガイド」の版権を所有しているため、本
業務を履行することができるのは指定事業者のみである。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

国保年金課

15 10月19日
放課後子ども教室事業活動支援業務委託（いき
いきスクール・緑小）

労働者協同組合ワーカーズ
コープ・センター事業団

1,500,000

本事業は、地域で子どもを見守り、放課後の子どもの居場所づく
りを行う事業であるため、その性質又は目的が入札に適しないも
のである。指定事業者は、放課後子ども教室事業（みどりっ子ク
ラブ）の終了時から実施される緑小学校放課後支援事業委託の受
託事業者であり、当該施設において緑小学校の子どもの預かりを
すでに行っている。両事業は、同じ場所で連続して行われるもの
であるので、子どもの見守りを一体的に行い、安全を担保するた
めには、上記業者に履行させる以外にない。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

地域教育支援
課

16 10月26日
地域包括支援センター支援システム外に係る保
守・運用支援等委託（４か月分）

トーテックアメニティ株式会
社　東京事業所

4,690,400
　指定事業者は、本件の保守対象である当該システムの開発元で
あり、著作権上の理由から、本業務を履行することができるのは
指定事業者のみである。

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号

高齢者福祉課
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